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　調布｢憲法ひろば｣は４月１３日(土) 13:30～､たづくり1002会議室で､国民救援会の岸田郁（きしだ・いく）さん (写真左)をお招きし､２００回目の例会を開きました。司会は石山久男世話人(写真右)、記録は岩本努世話人が担当しました。参加はZOOM視聴7人を含め　43人でした。(編集部)
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　「最近、呼ばれて話をするとき、私の名前（姓）が倒すべき相手と同じなのですごく居心地が悪い思いをしている。それで司会者が『きしだいく』とフルネームで紹介してくれることもある」と笑わせた自己紹介で講演ははじまった。次いで、話は、１９２８年４月７日に創立し、今年96周年を迎えた日本国民救援会の歴史と現在取り組んでいることの紹介に進んだ。国民救援会は戦前には治安維持法、戦後にはレッド・パージなどに抗して闘ってきた人々や、憲法を守り活かすのだという人々、冤罪に苦しんだり人間の尊厳を守ろうとする国民とともに歩んできた。岸田さんは最初20年ほど国民救援会の千葉県本部で働いた後、日本国民救援会中央本部に移り事務局長となっている。





〇国民救援会の死刑制度に対する見解





　国民救援会が現在取り組んでいる冤罪事件は、三鷹事件、名張事件、日野町事件、袴田事件など20数件ある。冤罪事件はもっとあると思われるが、独自の基準で判断してきた。そして１９９４年２月に、「人間の尊厳をまもり、当面、死刑の執行停止を―死刑制度に対する見解―」を発表した。そのなかで、一、無実の罪で処刑された例も少なくない。二、人間の生命を、国家の名において剥奪することは許されない。人間の行う裁判制度に絶対的に誤りはないということはいえない、三、死刑に犯罪抑止力があるということは科学的に立証されていない。また被害者の応報感情は歴史的に変化してきている。四、世界的には死刑を廃止する方向が打ち出されている、という見解をだしてきた。この見解は現在も維持しているが、日本では死刑制度についての議論は活発ではなく、裁判では再審の壁はラクダに針の穴を通らせるくらい困難な壁となっている。





〇死刑制度を考える10のＱ＆Ａ





　１９９４年の「見解」に次いで、今年の４月、日本国民救援会と自由法曹団は共著で『死刑制度を考える　10のＱ＆Ａ』というパンフレットを発行した。講演ではこの内容についての話がつづいた。紙面の関係ですべてを紹介できないが、Ｑだけを要約すると次のようになる。①死刑制度を廃止すべきという理由は何か。②無実の人が死刑を命じられたり執行された事件はあるのか。③犯人に間違いない場合や現行犯の凶悪事件は、死刑にしてもよいのではないか。④死刑制度を廃止するのはどのような手続きによるのか。⑤８割の国民が死刑制度を支持しているというが、これをどう考えるか。⑥「死刑制度は必要だ」と考える人たちの理由は何か。⑦世界で死刑制度が廃止されている国はどのくらいあるか。⑧国連は死刑制度についてどのように考えているか。⑨死刑制度を廃止した国では、最高刑はどのようになっているか。⑩死刑判決を言い渡すことについて裁判員はどのように感じているのか。この中で、岸田さんが強調したのは、死刑制度は日本国憲法の精神と相いれるものではないということであった。


〇活発だった質疑応答





　今回の例会では、参加者から講演後の補足発言として、１９９３年、埼玉県愛犬家連続殺人事件とそれに巻き込まれた風間博子さんの事件の紹介や、支援の訴えなどが活発になされた。質疑では次のような発言が出された。


　◇死刑制度についての国民の関心が低いのは、マスメディアの報道が弱いからではないか。この夏に袴田事件の再審判決が出されるはず。この判決を機に国民救援会でもマスコミ各社に死刑制度についての見解を問うたらどうか。


　◇各政党は死刑制度をどう考えているのか。調査はあるのか？


　◇ＥＵの加盟条件に、死刑が廃止されているかどうかがあるのではないか？





　 ✕　✕　✕　





　岸田さんは、質問には「わかる範囲で」と率直な態度で応答し、これからも、世論調査で80・９％の人が「死刑もやむを得ない」と回答している状況をどう変えて行くかをともに考え尽力していこうと締めくくった。またパンフ７頁Ｑ４＊の( )内の正確さを問う質問には「懲役と禁錮が廃止され拘禁刑に統合されます」とするのが丁寧だったと思いますと補足された。





　（岩本　努・記）




















